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KT法の導入によるグループ問題解決支援システム
——適用実験によるコーディネータ支援機能の有効性確認

中 村 恵 一† 鈴 木 智†† 橋 浦 弘 明†

八重樫 理人† 古 宮 誠 一†

グループによる問題解決は，参加者それぞれが持つ知識や経験を利用して問題解決を行うという形
式であるので，巧く運用すれば個人で行うよりもより大きな効果が期待できる．しかし，グループに
よる問題解決の仕組みを効果的に利用することは容易ではなく，コーディネータの良し悪しがその成
否に大きな影響を及ぼす．そこで，グループによる問題解決の過程で，各参加者が持つ知識や経験を
効果的に引き出すことができるように計算機で支援したい．それにはグループによる問題解決を効果
的に進めるための手法を導入しなければならない．著者らは，このための手法として，マネージメン
トの一手法である Kepner-Tregoe Program （厳密にいえば，問題分析のみ）を導入し，WWW上
で動作する支援システムを構築した．そして，構築した支援システムの適用実験を行い，構築したシ
ステムのコーディネータ支援機能において問題点を検出した．検出された問題点を改善したシステム
を用いて再実験を行い，改善後のシステムにおけるコーディネーション機能の有効性を確認している．

A Group Problem Solving System Based on Kepner-Tregoe Program:
Experiment-based Confirmation of Effectiveness as Coordinator Support
Facilities

Keiichi Nakamura,† Satoshi Suzuki,†† Hiroaki Hashiura,†
Rihito Yaegashi† and Seiichi Komiya†

Group Problem Solving is a mechanism which all the participants collaboratively solve a
problem by utilizing their knowledge and experience. Therefore, if this mechanism is used
skillfully for problem solving, it is more effective in solving a problem than solving the prob-
lem for oneself. However, since it is not easy to use the mechanism effectively, the success of
Group Problem Solving depends on whether or not a coordinator is good. Therefore, it is de-
sired to implement a system to support group problem solving process strongly, so that all the
participants can effectively utilize their knowledge and experience in the process. The authors
introduced Kepner-Tregoe program (strictly speaking, only “Problem Analysis”), which is a
method for management, into the system as a method, and then they developed the system
over WWW. They experimented the implemented system using the implemented system, and
then they elicited some issues about coordinator support facilities, and improved the system.
They experimented using the improved system, and showed that the coordination facilities of
the improved system was effective.

1. ま え が き

グループで行う問題解決は個人で行う問題解決とは

異なり，参加者それぞれの様々な視点から，知識や経

験を駆使して実施することが可能となるので，個人で

実施する場合に比べて，より大きく複雑な問題に対処

できるという利点がある．しかし，欠点も存在する．
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グループで行う問題解決は参加者全員での話し合い

で進められる．つまり，参加者とコーディネータ（司

会進行および議事のまとめを行う人）が存在し，これ

らの間で話し合いながら進めていくという形態をとる．

したがって，このコーディネータの能力次第で，解

が得られなかったり，得られるまでに時間がかかった

り，得られた解が適切でなかったりする．

そこで，本研究ではグループで行う問題解決の過程

を計算機で支援し，適切な解を効率良く，かつ，的確

に導き出せるように支援することを目指す．

計算機で支援する方法は大きく分けて 2通りの方法
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《メリット》
1. 問題解決のための様々な視点が与えられる．
2. 他の参加者からの意見を見聞きすることにより 1

人では考えられなかった新たな発想（ブレーンス
トーミング法的効果5)）が得られる．

《デメリット》
3. 合意に達するまでに時間がかかる．
4. 構成メンバの力関係により，最適な案が導き出さ

れるとは限らない．

図 1 グループによる問題解決のメリットとデメリット
Fig. 1 The merits and demerits of Group Problem

Solving.

がある．

1つは，コーディネータの役割を計算機に代行させ

る方法で，もう一方はコーディネータを計算機で支援

する方法である．

前者を実現するには，適切な解を導くために，参加

者の発言を計算機が理解し，その理解を基に参加者を

誘導しなければならない．現在の技術で，これを実現

するのは非常に困難であり，実現できたとしても納得

できる解を導けない可能性がある．そのような解が導

き出せても，問題解決の支援システムとしては意味が

ない．よって，本研究では後者の方法を採用する．そ

こで，この支援システム実現のために，ケプナー・ト

リゴー法☆（Kepner-Tregoe program：以下KT法と

呼ぶ）1) と呼ばれるマネージメントのための合理的思

考法（厳密にはこの中の「問題分析」のみ）を，グルー

プによる問題解決の過程を制御する手法（手順や基準）

として導入する．

この問題分析を計算機で支援することにより，KT

法の適用経験の少ない人でも高水準で効率的かつ的確

に問題分析が行えるようにKT法の思考過程を支援す

るシステムを研究開発する2)．さらに，このシステム

をWebアプリケーションとして実現することにより，

システムを利用するうえでの地理的・時間的制約を撤

廃し，いつでもどこでも利用できるようにする．

2. グループによる問題解決について

2.1 グループによる問題解決の有効性

グループで行う問題解決は個人で行うものとは異な

るため，図 1 のようなメリットやデメリットが存在

する．

2.2 デメリットの解消方法と関連技術

グループによる問題解決の過程を制御するための手

☆「ケプナー・トリゴー法」，「KT法」，「Kepner-Tregoe Program」
は，ケプナートリゴー・グループ日本支社の登録商標です．

法（手順や考え方）を導入することで，上記のデメリッ

トを解消することを考えた．

このような手順や考え方を支援する手法として論理

的思考法がある．論理的思考法は主にKJ法，KT法，

NM法，AHP法などが存在する．それらの特徴は以

下のようになっている．

・KJ法12)

あるテーマの解決に役立つヒントや閃きを生み出す

ための思考法

・KT法（Kepner-Tregoe Program）1),11)

経営や管理における様々な意思決定の場面に使える

ようにまとめられた思考法

・NM法13)

創造的な人間が自然にたどる暗黙の思考プロセスを

システム化し，その手順に沿ってイメージを発想して

いく思考法．

・AHP法14)

定性的な事象に対する意思決定の問題を階層的に分

解し，各階層において，各選択肢に対する利用者の好

悪の感覚を数量化して評価することを繰り返すにより

意思決定を導く思考法

ここで KJ法，NM法は発散的思考プロセスである

ため，多数の意見を生み出す過程を支援することはで

きるが意見を集約する作業には適していない．それに

対し KT法，AHP法は集約的思考プロセスであるた

め，多数の意見を集約する作業に適している．また，

KT法は結論を導くまでの手順や判断基準を参加者全

員で共有できるので参加者全員の合意を得やすいとい

う性質を持っている．

よって，本研究では KT法を採用する．KT法はマ

ネージメントの一手法であるため，すでにグループに

よる問題解決を対象とする手法が用意されている．

以上のように，KT法を導入するとグループによる

問題解決のメリットを損なわずに，デメリットを解消

できると考えられる．

さて，KT 法の先行研究としては國藤らによる研

究6)～9) があるが，これらは決定分析のみの報告であ

り，KT法の問題分析を支援するシステムを構築した

という報告はいまだない．これに対して，我々は初め

て問題分析を支援するシステムを構築し，完成させた．

KT法の問題分析では，分析作業を行いやすくするた

めに，表形式のワークシートを基にして分析を行う方

法を採用している．具体的には，ワークシートを埋め

ていくことで的確に原因を究明できるようになってい

る．しかし，ワークシートを埋めていく際に利用者が

セルを選択する順序まではこの手法では規定されてい
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ない．KT法の問題分析では，与えられた問題分析の

ワークシートをどのような順序で埋めていくかという

ことが，認知工学的な視点から考えて重要だと我々は

考えている．すなわち，ワークシートを埋めていく際

の利用者がセルを選択する順序こそが，認知工学的な

意味でのプロセスのモデルであると我々は考える．こ

のこのため，本研究では，ワークシートを埋めていく

際のセルの選択順序をコーディネータが指定し，利用

者にこれを強制する仕組み（機能）をシステムに導入

する．

2.3 KT法とグループによる問題解決の支援方法

2.3.1 KT法とは

KT 法（Kepner-Tregoe program）1) とは「ケプ

ナー・トリゴー・ラショナル・プロセス」のことで，心理学

者Charles H.Kepnerと社会学者Benjamin B.Tregoe

の両氏が「卓越した意思決定者には，情報の収集・評

価・分析・判断過程で共通した要素があること」を発

見し，これを体系化し，経営や管理の場面に使いやす

くまとめた合理的思考法である．

このKT法のプロセスは，日常の業務の中で結論を

出すことを求められているあらゆる思考領域を対象と

しており，解決する問題の目的（役割）によって，問

題分析，決定分析，潜在的問題分析，状況分析の 4つ

の分析法を使い分けるようになっている．それぞれの

分析方法の役割は以下のようになっている．

( 1 ) 問題分析（Problem Analysis）

ある時点から突然うまくいかなくなったというような

場合に，その原因を究明する．

( 2 ) 決定分析（Decision Analysis）

目的達成のために複数の選択肢の中から，1つを選出

する．

( 3 ) 潜在的問題分析（Potential Problem Analysis）

現時点で既知の情報から将来のリスクを分析し，リス

クを事前に回避または軽減する方策を導く．

( 4 ) 状況分析（Situation Appraisal）

与えられた問題を分解し，それぞれどの部分に上記の

どの分析方法を適用し，どのような順番で解いたらよ

いかを導く．

KT法は上記のように 4つの問題分析手順から構成

されている．しかし，これらはそれぞれ目的も異なる

し，その適用手順も異なる．このため，KT法という

名の下に，これらを一緒くたに扱うのは適切ではない．

そこで，本論文ではKT法の中から問題分析だけを選

び，これに絞って議論することにした．

2.3.2 問題分析をシステム化することの有用性

問題分析をシステム化することの有用性としては次

図 2 トラブルのイメージ図☆

Fig. 2 Structure of a problem.

の 4点があげられる．

( 1 ) 埋めていくワークシートのセルの選択順序を，

システム化によってコーディネータが指定でき

るようにし，利用者にこれを強制することによっ

て，コーディネータが認知工学的に効率的であ

ると信じるセルの選択順序で，利用者にワーク

シートを埋めさせることができる．

( 2 ) KT法の利用に際して，利用者が時間と場所の

制約を受けない．

( 3 ) KT法の利用過程で得られたデータと，KT法

の利用によって得られた結論が，システム化に

よって再利用の対象となりうる．

( 4 ) KT法を対面で利用する場合と，ネットワーク

の利用によって対手の顔が見えない状況で KT

法を利用する場合との差異を実験によって確認

できる可能性がある．

本研究では，上記のような支援システムを構築し，

システムの適用実験を通じてその有効性を検証する．

次に，KT法の問題分析について詳しく述べる．

2.4 KT法における問題分析について

2.4.1 問題分析（Problem Analysis）とは

KT法の問題分析とは，発生したトラブルを明確に

し，さらに事実情報の収集を行い，最も可能性の高い

原因を導き出し，収集した事実と照合して，効率良く

裏付けを行うプロセスのことである．これを行うこと

により問題点を的確に抽出し，改善策を考慮する手助

けとなる．

次に，問題分析の各プロセスを示す．

2.4.2 分 析 方 法

( 1 ) トラブルの明細化

情報収集の範囲や分析の焦点を絞るために，トラブ

ルを明確化する．トラブルとは，図 2 のようにあるべ

き姿（SHOULD）と現実の姿（ACTUAL）との間に

好ましくない差異が生じている状態をいう．

☆ 参考文献 1) の pp.38 の「図 1 問題の構造」を参考にして作成
した．
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差異ステートメントは，「何にどんな差異が発生して

いるか」，すなわち原因を究明すべき対象と差異を 1

対象 1欠陥で明確に記述する．

( 2 ) 情報の明細化

差異ステートメントに関する情報を，起きている事

実（IS）と起きていてもよさそうなのに起きていない

事実（IS NOT）とを比較しながら，What（Who）/

Where/When/Extentの各項目（3W1E）について明

細化する．IS NOTとは，単に「起きていない事実」

ではなく「ISに起きている程度ならば，おきてもよい

はずであるのに，実際には起きていない事実」を意味

する．

( 3 ) 区別点の確認

3W1E の各項目における IS/IS NOT の対比から，

ISの特徴，ISに固有なこと，ISにのみあてはまるこ

とを見出す．区別点の確認のためには，ISそのものが

持つ特性だけでなく，ISの周辺状況にも目を向ける．

( 4 ) 変化の確認

区別点それ自体，または区別点に関する変化を見出

す．区別点に関する変化は区別点とともに，原因を想

定する際の有効なヒントとなるので，日時のともなう

情報は必ず記入するようにする．

( 5 ) 原因の想定

差異を引き起こした可能性のある原因を想定し，列

挙する．原因の想定は主として区別点と区別点に関す

る変化を手がかりにして行う．

( 6 ) テストによる想定原因の絞り込み

列挙した想定原因の各々について，3W1Eの各項目

における IS/IS NOTの事実を矛盾なく説明できるも

ののみを想定原因の候補として残し，その中で最も可

能性の高い原因（MPC: Most Probable Cause）に絞

り込む．単独原因として説明できない場合には，複合

原因を考える．ここで，(5)～(6)のプロセスが生成検

査法（Generate & Test）になっていることに注意さ

れたい．

( 7 ) 裏付け

最も可能性の高い原因（MPC）が真の原因である

かどうか裏付ける．裏付け方法は，効果・時間・安全

性を考えて，最適なものを選定する．

以上の 7つの項目を順に行うことで問題点を絞り込

む．次に実際の手順について説明する．

2.4.3 分析手順☆

KT 法による問題分析は，表 1 の問題分析ワーク

☆ 参考文献 1) の pp.33–116 と参考文献 11) の p.217 の PA の
基本手順を参考にして作成した．

表 1 問題分析ワークシート☆☆

Table 1 A worksheet for Problem Analysis.

図 3 問題分析の対象となる事象
Fig. 3 The events as a target of Problem Analysis.

シートの 1©から 20©を順に埋めていくことによって行わ
れる．

問題分析の対象となる事例（図 3）を用いて分析方

法の手順を示す．

( 1 ) 差異ステートメントの記述

まず，最初に前項で説明した差異ステートメントを

記述する．これは，解決すべき問題を明確にすること

が目的である．今，差異ステートメントは図 3 の事象

に対し，何にどんな差異が発生しているかということ

から，「入出力画面のレスポンスが遅くなった」という

ことが分かる．よってこれを記述する．

( 2 ) 表のセル（表 1 の 2©～ 17©）の記述
次に，表のセル（表 1の 2©～ 17©）を埋めていく．KT

法では，これらのセルを埋める順序までは規定されて

いないが，縦の項目に対して IS，IS NOTが埋まって

いないと区別点は埋めることができないという制約が

ある．また，認知工学的に見ると，この順序は分析結

果に影響する重要な要素であると考えられる．

ここで，差異ステートメントに記述された状況が起

きている事実（IS），起こっていない事実（IS NOT），

区別点，区別点に対する変化について，3W1E（What，

Where，When，Extent）の 4つの視点で明らかにし，

現在起こっている事象について明らかにしていく．今回

は例として，表 2 の順序でワークシート内のセルを埋

めていくこととする．以下セル 2©～ 17©を示す方法とし
て〔横の要素–縦の要素〕を用いる（たとえば，表 1の

☆☆ 参考文献 1) の pp.52–53 の図 4 と参考文献 11) の pp.58–59

の PA ワークシートを参考にして作成した．
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表 2 例題におけるセルを埋める順序の例
Table 2 The order of cells to be pick up for filling in a

worksheet (in case of an exercise).

表 3 問題分析の過程（列 IS のフェーズ）
Table 3 The process of Problem Analysis (The phase of

column IS).

2©と 8©はそれぞれ〔WHAT-IS〕，〔WHEN-IS NOT〕

と書くことにする）．

まず，表 2 の矢印に沿って，列 ISについて分析して

いく．〔WHAT-IS〕には，差異ステートメントについ

て何（WHAT）がそうなのか（IS）について記述する．

表 2 の差異ステートメントは会計業務システムの入出

力レスポンスであるから，〔WHAT-IS〕には「会計業

務の入出力レスポンス」と書く．同様に，〔WHAT-IS〕

に書かれた内容に対して，どこ（WHERE）でそうな

のか（IS）を〔WHERE-IS〕に，いつ（WHEN）が

そうなのか（IS）を〔WHEN-IS〕に，どの程度（EX-

TENT）にそうなのか（IS）を〔EXTENT-IS〕に記

述していくと，画面の入出力レスポンスが遅くなった

のは，XX病院で，その会計業務を行うシステムである

〔WHERE-IS〕．また，1月 20日〔WHEN-IS〕から会

計処理の終了時にレスポンスの遅れ（2秒から 5秒へ）

〔EXTENT-IS〕が生じるようになったという事実をそ

れぞれ，〔WHERE-IS〕，〔WHEN-IS〕，〔EXTENT-IS〕

に書く（表 3）．

次に，列 IS NOTについて分析を行う．〔IS NOT〕

は，差異ステートメントについて，起きていないこと

ではなく，当然起きていてもおかしくないのに起きて

いないことを記述する．〔WHAT-IS NOT〕には，何

（WHAT）が（IS NOT）そうでないのかについて記

述する．今 XX 病院において会計業務システム以外

表 4 問題分析の過程（列 IS NOT）
Table 4 The process of Problem Analysis (The phase of

column IS NOT).

ではレスポンスの遅れが起きていないという事実によ

り，「会計業務システム以外」と記述することができる．

同様にWHERE，WHEN，EXTENTを記述すると

表 4 になる．なお，記述する事象がない場合は空欄で

もよい．

次に，区別点と区別点に関する変化について．区別

点は 3W1E（WHAT・WHERE・WHEN・EXTENT）

の各項目における「IS」，「IS NOT」に記述した事実

を対比し，「IS」のみにあてはまることを記述する．今，

「WHAT」の場合を考える．「IS」だけにあてはまるこ

と，「会計業務の入出力レスポンス」にだけ見られる特

徴を考えた場合，会計業務システムはサブシステム送

信用ファイルを作成していることが分かった．この事

実から区別点は「会計業務システムはサブシステム送

信用ファイルを作成している」と記述できる．また，

区別点に関する変化については，区別点に記述してあ

る事実に対して何が変化しているのかを記述する．会

計業務システムはサブシステム送信用ファイルを作成

していることについて調べてみると，会計業務システ

ム自体に 1月 10日に改造し入替え（サブシステム送

信用ファイル作成処理の追加）を行っていることも分

かった．したがって，区別点に関する変化は「1月 10

日に会計業務システムを改造し入れ替え（サブシステ

ム送信用ファイル作成処理の追加）」と記述する．同

様に，WHERE，WHEN，EXTENT を記述すると

表 5 のようになる．

( 3 ) 表のセル（表 1 の 18©～ 20©）の記述
次に，想定原因の列挙について，原因の想定は「区

別点」・「区別点に関する変化」に記述されている内容

を手がかりに行う．今回想定される原因の候補として，

以下の 3つがあげられた．
1© 〔WHAT-区別点〕「会計業務システムはサブ

システム送信用ファイルを作成している」と

〔WHERE-区別点〕「XX 病院のみ会計業務シ

ステムに追加機能がある」を考えた結果「新規

追加したサブシステム送信用ファイル作成処理
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表 5 問題分析の過程（区別点・区別点に関する変化）
Table 5 The process of Problem Analysis (The phase

of column WHAT IS DISTINCTIVE ABOUT...

and DOES THE DISTINCTION SUGGEST A

CHANGE).

表 6 問題分析の過程（想定原因の列挙）
Table 6 The process of Problem Analysis (The phase of

enumerating the assumption causes).

自体が遅い」という原因が考えられる．

2© 〔WHEN-区別点〕「1月 20日以降，風邪による

患者が急増した」を考えた結果，「ホストの能力

不足（トランザクション増）に耐えられない」

という原因が考えられる．

3© 〔WHEN-区別点〕「1月 20日以降，風邪による

患者が急増した」と〔WHAT-区別点に関する

変化〕「1月 10日に会計業務システムを改造し

入れ替え（サブシステム送信用ファイル作成処

理の追加）」から「ファイルの作成時，患者数

が増えると処理が遅くなるという方式になって

いる」という原因が考えられる．

これを，ワークシートに記入したものが表 6となる．

次は，テストによる想定原因の絞り込みを行い，最

も可能性の高い原因を調べる．表 6 で記述した想定原

因について 3W1E の各項目の IS の欄と IS NOT の

欄との事実を矛盾なく説明できないものは想定原因の

候補から削除する．残ったものの中で，最も可能性の

高い原因に絞る．

［想定原因 1］（表 6 参照）

〔WHEN-IS〕「1月 20日から」と〔WHAT-区別点

に関する変化〕「1月 10日に会計業務システムを改造

表 7 問題分析の過程（テストによる MPC の絞込み）
Table 7 The process of Problem Analysis (The phase of

closing in on MPC).

し入替え（サブシステム送信用ファイル作成処理の追

加）」が矛盾しているので，想定原因の候補から削除

する．もし，サブシステム送信用ファイルの作成処理

が遅いのであれば，導入した 1月 10日からレスポン

スが遅くなってよいはずである．

［想定原因 2］（表 6 参照）

〔WHERE-IS NOT〕「YY病院」について説明でき

ていない．ホストの能力不足であれば，同様なシステ

ムを導入している YY病院においても同じ事象があっ

てもおかしくないはずである．

［想定原因 3］（表 6 参照）

これは 3W1E 各項目の IS の欄と IS NOT の欄を

矛盾なく説明できる．よって，最も可能性の高い原因

と考えられる．

〔WHEN-区別点〕「1月 20日以降，風邪による患者

が急増した」と〔WHAT-区別点〕に関する変化「1月

10日に会計業務システムを改造し入れ替え（サブシス

テム送信用ファイル作成処理の追加）」からも「ファ

イルの作成時，患者数が増えると処理が遅くなるとい

う方式になっている」ということが説明できる．

以上をワークシートに記入すると表 7 になる．

最後に最も可能性の高い原因（MPC）が真の原因

であるかどうかの裏付けを行った結果以下のようなこ

とが検証できた．

「実際に，ファイル作成を行うときに，患者数を増

やすことと同等の処理を行わせてみたところ会計業務

システムの入出力レスポンスが著しく遅くなることが

分かった」

以上のことからワークシートのMPCに記述したも

のが最も可能性の高い原因であったといえる．

このように，KT法の問題分析の手順を追うことに
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表 8 システムを利用するユーザの分類
Table 8 A classification of users to utilize this system.

表 9 本システムが支援する機能
Table 9 The major functions to be supported in this

system.

よって原因を的確に見つけることができる．

2.5 問題分析を用いた支援システムの設計

2.5.1 システム概要

［システムを利用するユーザについて］

本システムを利用するユーザは，2種類ある．1つ

目は，システムのデータの管理を行う管理者，2つ目

は，システムを利用して討議を行う参加者である．ま

た，参加者には 2種類の属性があり，司会進行および

意見とりまとめ役であるコーディネータと，コーディ

ネータ以外の参加者をメンバとする．まとめると表 8

のようになる．

また，本システムでは討議を行う集合単位としてプ

ロジェクトがあり，参加者は必ずあるプロジェクトに

所属していなければならない．

なお，本システムが 1つの討議に対して利用を想定

している人数は最大約 20人程度としている．

［システムが支援する機能について］

本システムが提供する支援機能は表 9 のようになっ

ている．

各機能については次のようになっている．

1. 討議順序決定支援機能

コーディネータが討議の流れを決定する際に，代表的

なパターン（討議の流れ）を提示することによってコー

ディネータを支援する．

2. 意見編集支援機能

コーディネータが参加者の意見をまとめるための，修

正編集機能．

3. 参加者意見閲覧機能

参加者それぞれが入力した意見を，各参加者が閲覧す

ることができる機能．

4. 参加メンバ選定支援機能

コーディネータが討議に参加するメンバを選定する

機能．

図 4 システム構成アーキテクチャ概要
Fig. 4 System Configuration and System Architecture.

5. 意見入力機能

参加者がそれぞれの意見を入力するための機能．

6. メンバ誘導機能

メンバが行うワークシートを埋めていく順序を制御す

る機能．

以上 6つの機能を本システムでは支援している．

2.5.2 システム構成と実現技術

本システムの構成と導入されている実現技術につい

ては次のとおりである．

本システムはWWW上で構築するにあたり，次の

ような技術を用いている．サーバ側のアプリケーショ

ンは Sun Microsystemsが提供している，アプリケー

ション構築用フレームワーク J2EEを用いて作成して

いる．また，データベースアプリケーションについて

はMySQLを使用している．システム構成およびアー

キテクチャの概略は，図 4 のようになっている．

ユーザは，まずWebブラウザによりシステムが動

作しているサーバにアクセスする．ブラウザは JSPに

よって吐き出される HTMLを表示し，その表示画面

に対してユーザはアクションを起こし，次にこのアク

ションから受け取ったデータを，サーバ内部のモジュー

ルで処理を行い，処理が終わると次の画面が表示され

るようになっている．このような流れでシステムは動

作している．

なお，内部のモジュール構成については紙面の都合

上省略させていただく．

2.5.3 問題分析の誘導とシナリオ

本研究では，ワークシートを埋めていく際のセルの

選択順序（本論文ではこれをシナリオと呼ぶことに

する）をコーディネータが設定し，利用者にこれを強

制するようにシステムを構築すれば，コーディネータ

はKT法の問題分析の手順を学習しなくても問題分析

を適用できるはずである2)．そこで，本システムでは

代表的と思われるシナリオを 3種類（表 10，表 11，
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表 10 シナリオ 1

Table 10 Scenario 1.

表 11 シナリオ 2

Table 11 Scenario 2.

表 12 シナリオ 3

Table 12 Scenario 3.

表 12）システムに用意してコーディネータが選択で

きるようにした．シナリオについては KT 法の解説

書1) にも明示的には示されていないが，適用例などは

表 10 の順序で説明されている．そこで，表 10 の順序

をシナリオの 1つとして採用することにした．また，

表 10 とは対照的な順序となる表 11 もシナリオの 1

つとして採用することにした．さらに，表 10 と表 11

の折衷案ともいうべき表 12 もシナリオの 1つとして

採用することにした．しかし，コーディネータの中に

は多くの人と異なる順序を好む人もいるかもしれない

と考え，コーディネータの好みによって自由に順序を

設定できる機能も用意した．これらは思考の中断が起

きないよう，縦方向または横方向に連続してセルを埋

めていくことにより視点の連続性を保つようになって

いる4)．

2.5.4 支援システムとユーザの対話について

グループでの問題解決では，メンバとコーディネー

タというシステムを利用する 2種類の異なった役割を

持つユーザが存在する．それぞれのユーザには，割り

当てられた役割によって必要な画面が表示される．シ

ステムはこれらを適切に処理することにより円滑な議

論の運営を支援する．

支援システムを利用するユーザ（メンバ，コーディ

ネータ）側から見ると，図 5 のような処理の流れに

なっている．まず，ユーザはシステムにログインする．

図 5 ユーザ側から見たシステムの処理の流れ
Fig. 5 The system process flowchart based on user view.

次に参加するプロジェクトを選択し，そのプロジェク

ト内の討議を選択する．次の動作からは，その参加者

がメンバかコーディネータかで行う動作が異なる．メ

ンバの場合は，コーディネータの討議への参加許可が

下されるまで待機中となり，参加許可が下りると同時

に討議が開始される．コーディネータの場合は，討議

のシナリオ作成，メンバの選定を行い，討議を開始す

る．討議中はユーザが各セルの質問に対し意見を入

力する．それらの意見はコーディネータに送信され，

コーディネータが集計しまとめる．これをワークシー

トのセルに対して処理が終わるまで繰り返す．討議が

終了するとメンバ，コーディネータともどもログアウ

トへ遷移する．以上のような流れでコーディネータと

メンバが協調しながら問題分析を行えるようになって

いる．

3. 支援システムの適用実験とその有効性の
検証

支援システムの有効性を検証するために支援システ

ムの適用実験を行った．

実験を行った環境および，適用した問題については

以下のようになっている．

［実験を行った環境］

この支援システムは分散環境での支援を目的として

いる．このため実験を行うにあたって，ユーザをネッ

トワーク経由以外の手段では意見交換できないように

物理的に隔離するとともに，WWW上で相互にやり

とりができるようにした．
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図 6 実験に用いた問題の内容
Fig. 6 The problem prepared for the experiment.

［実験に使用する問題］

KT法の問題分析は参加者が経験を共有している問

題でないと実験に使用できない．このため，問題の設

定には十分な考慮が必要である．

今回の実験に使用した問題を図 6 に示す．

参加者は実験に使用する問題に関して経験を共有し

ていなければならないという強い制限により，実験の

ために多くの被験者を用意することができない．また，

この強い制限により，均質の問題を複数用意すること

は難しい．このため，統計的に意味のある実験をする

ことは難しい．このため，統計をベースにした計量的

実験を断念せざるをえなかった．そこで，被験者の人

数を絞り，定性的な実験に切り替えた．

ところで，構築したシステムのディスプレイの大き

さには制限があるので，コーディネータ 1人に対する

メンバの人数を絞らなければならない．このため，参

加人数はコーディネータ 1人，メンバ 4人の計 5人の

参加者とした．

［実験結果］

上記の条件で実験を行った結果，コーディネータ支

援機能に顕著な結果が現れた．具体的には次のとおり

である．

( 1 ) 各セルに対して参加者の記入した意見は内容

が同じであっても書き方（詳細の度合い等）が違うた

め，コーディネータにとってコーディネーションしに

くい形になってしまっている．実験で記述された内容

（図 7）を参照すると意見 1，2と 3，4では記入した

情報の詳細さについては前者のほうがより詳しくなっ

ている．

( 2 ) 前の欄のコーディネートされた結果が次の欄

の参加者による記述に反映されていない．たとえば，

ISと IS NOTを比較して区別点を入力するときにコー

ディネートされた ISと IS NOTの情報を参考にして

いないと思われる意見の記述が多数見られた（図 8 a）．

このような状況が生じた原因については次の 2点が

考えられる．

P1. ブレーンストーミング的効果が失われている．

事実や意見を入力するときに，他人の意見を入力した

画面を参照することができないことから，グループに

よる問題解決のメリット「他の参加者からの意見を聞

くことにより 1人では考えられなかった新たな発想が

図 7 実験で記述された EXTENT–IS 欄の内容比較
Fig. 7 A comparison of the contents described in a cell

“EXTENT-IS” during the experiment.

図 8 コーディネートされた意見に基づいて次の意見を考えていな
い例

Fig. 8 An example of the opinions created without

coordination.

図 9 入力中には他人の意見が見られない
Fig. 9 A member cannot look into other members’

window during inputting his/her opinion.

得られる」を殺してしまっている．たとえば，Aさん

が Bさんの意見を見ることによって Aさんの意見が

誘発される効果（ブレーンストーミング的効果）が失

われている．このため，参加者それぞれの意見をセル

フコーディネーション（使用する単語や記述の詳細度

が類似すること）させることができず，グループでの

問題解決のメリットを反映できていない（図 9）．

P2. 前の欄のコーディネーション結果が参加者に

よる次の欄を記述する際に反映されていない

これは参加者が見る画面について，全体の意見（コー

ディネートされた意見を表示していないことから，コー

ディネートされた意見を基にして次の質問を考えてい

ないため，コーディネーションの効果が失われている．
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これが原因でKT法のそのものの効果である集約的議

論にならず，発散的議論になってしまいコーディネー

タの負担が非常に増大してしまった．

この P1，P2を改良して，参加者を総入れ替えし同

じ内容で再実験を行ったところ，実行時間が以前 49

分かかったのに対し，今回は 34分で終わり，事前に

検証した原因と一致する結果を導けた．このことから，

コーディネーションを行う際に，他人の意見を見なが

ら入力できることと参加者の画面にコーディネートさ

れた意見を表示することが議論を支援するうえで重要

なことが分かった．この 2つがあることで，全員の意

見がお互いに絡み合い，全員の意見がある方向へまと

まっていくという効果が得られた．この効果により，

コーディネータの負担が軽減されコーディネーション

もスムーズに行われた．

4. まとめと今後の課題

今回，支援システムを用いて実験を行った．その結

果，ブレーンストーミング的効果を引き出すためと前

の欄のコーディネーション結果を次の欄に記述する際

に反映させるために，他人の記述したものを各参加者

の画面に表示させることが重要であると分かった．以

上により，コーディネータがコーディネーションを行

う前に，参加者が意見や事実を記述する際にセルフ

コーディネーション効果が働くため，コーディネータ

自身の負担が軽減された．

実験により確認されたこと以外のことも重要である

と考えられる．

この支援システムはKT法の問題分析を行ったこと

のない，または経験が少ないユーザに対して，支援す

る機能を提供していないために，利用するユーザは負

担が多い．たとえば，突然ワークシートが現れてもそ

れぞれのセルに対して何を入力すればいいのか分から

ないという事態に陥ってしまう．このような症状を防

ぐために今後，誘導メッセージの導入を考えている．

また，ワークシートのセルを埋める順序（シナリオ）

が変われば思考する文脈も異なるので，それぞれのシ

ナリオ（表 10～12）についても有効性の検証を予定

している．また，2.3.2 項で示した (3)と (4) に対し

ての検証も予定している．

最後に，本特集号のテーマである「知の共有から知

の協創へ」と本研究との関連について述べたい．本研

究ではグループによる問題解決を支援する際に，他の

メンバの入力画面を参照できるように変更したこと

で，ブレーンストーミング的な効果を引き出せるよう

になった．また，これにより，メンバが相互に他のメ

ンバの入力画面を参照することで，コーディネータが

コーディネーションを行ったときと同様の効果（セル

フ・コーディネーション）を引き出せるようになった．

メンバの意見や記述の粒度がバラバラなためにコー

ディネーションしにくかったものが，セルフコーディ

ネーションにより，コーディネータにとってコーディ

ネーションしやすくなった．これらのことは，まさに

本特集号の「知の共有から知の協創へ」に該当する効

果が生じたことを意味している．
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